
2023年度出力制御見通しについて

2022年11月30日

資源エネルギー庁

参考資料1-1



2

各エリアの再エネ出力制御見通し等

北海道 東北 中部 北陸 中国 四国 九州 沖縄

出力制御率見通し
（2023年度）
出力制御率(%)※2
[制御電力量(kWh)]

0.01％
[50万
kWh]

0.56％
[8,857万

kWh]

0.01％
[175万
kWh]

0.02％
[43万
kWh]

0.67％
[6,168万

kWh]

0.48％
[2,490万

kWh]

4.8%
[7.4億
kWh]

0.34％
[188.8万

kWh]

仮に、エリア全体がオンライン化
した場合
出力制御率(%)
[制御電力量(kWh)]

-
※3

0.27%
[4,358万

kWh]

-
※3

0.02%
[36万
kWh]

0.44％
[4,059万

kWh]

0.33％
[1,719万

kWh]

4.8%
[7.4億
kWh]

0.06％
[29.9万
kWh]

連系線利用率 ※4

（100%/50%/0%）
50% 100% 0% 50% 50% 50% 100% －

最低需要 ※5

（2021年度）[万kW]
292 724 1031 217 495 229 688 73.8

変動再エネ導入量
（2021年度）[万kW]

272 914 1066 131 652 340 1154 39.1

変動再エネ導入量/最低需
要（2021年度）[％]

93% 126% 103% 60% 132% 148% 168% 53%

（参考）出力制御率見通し
（2022年度） ※6

出力制御率(%)

0.03% 0.36% - - 0.21% 0.58% 3.0% 0.3%

出典：各エリア一般送配電事業者

※1 本表に掲載のない2エリア（東京、関西）については、2023年度に出力制御が発生する蓋然性は低い見通し。
※2 出力制御率は変動再エネ（太陽光・風力）の数値。
※3 「-」で示している部分は、 2023年度に出力制御が発生する蓋然性は低い見通し。
※4 各エリアで出力制御が発生する場合に蓋然性が高い連系線利用率の値を採用。
※5 最低需要とは、４月から５月9日までの休日（GWを含む）の晴天日昼間の太陽光発電の出力が大きい時間帯の需要とする。
※6 2022年度の数字は2022年4～6月の実績を反映したもの。出所：第41回 系統WG（2022年9月14日）





（参考）再エネ出力制御の実施状況等 ＜2022年11月30日（水）時点）＞

九州エリア

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

太陽光・
風力接続量※１

904万kW
太陽光 853万kW
風力 51万kW

1,002万kW
太陽光 944万kW
風力 58万kW

1,088万kW
太陽光 1,029万kW
風力 59万kW

1,154万kW
太陽光 1,091万kW
風力 63万kW

年間の出力制御率※２ 0.9% 4.0% 2.9％ 3.9％

北海道エリア 東北エリア 中国エリア 四国エリア 九州エリア

2022年度 2022年度 2022年度 2022年度 2022年度

太陽光・
風力接続量※１

272万kW※１

太陽光 214万kW
風力 58万kW

914万kW※１

太陽光 735万kW
風力 179万kW

652万kW※１

太陽光 616万kW
風力 36万kW

340万kW※１

太陽光 312万kW
風力 28万kW

1,154万kW※１

太陽光 1,091万kW
風力 63万kW

年間の出力制御率※2 0.03％※３、４

（2022年度見込み）

0.36％※３、４

（2022年度見込み）

0.16％※３、４

（2022年度見込み）

0.58％※３、４

（2022年度見込み）
3.0％※３、４

（2022年度見込み）

出力制御実施日
5/8、5/15、

8/21、9/11、25

4/10、17、23、
24、30

5/2～6、8、10、
15、29

4/17、30
5/2～5、22
10/2、16

4/9、16、17、30
5/2～5、8、22

4/1～10、16、17、19、
20、22、28、30

5/3、4、14、
16～18、22、8/28

9/25、10/2、20、23、
26、28～30、
11/5～7、27

※１ 九州エリアは2018～2021年度は年度末時点。 2022年度は2022年3月末時点。
四国は淡路島南部地域を含む。

※２ 出力制御率［%］＝変動再エネ出力制御量［kWh］÷(変動再エネ出力制御量［kWh］＋変動再エネ発電量［kWh］)×100
※３ 各エリア一般送配電事業者による2022年度見込み（4～6月の実績を反映）。あくまでも試算値であり、電力需要や電源の稼働状況等によって変動す

ることがあり得る。
※４ 北海道、四国エリアにおいては、50％連系線利用の場合の見込み。100％の場合は再エネ出力制御が発生する蓋然性は低い見通し。

他３エリアは、100%連系線利用の場合の見込み。
※５ 当該表に無い他５電力エリアにおいては、現時点で、再エネ出力制御は発生していない。 4










